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2 月 28 日、わが国で初めてとなる人工知能（AI）に特化した「人工知能技術研究開発・活用推

進法案（AI 法案）」が通常国会に提出されました。1 この法案は、AI 技術の研究開発と活用の

推進を図りつつ、AI がもたらすリスクに対応するための法的枠組みを整備することを目的とし

ています。2 AI 技術は、社会に大きな変化をもたらす可能性を秘めていると同時に、様々なリ

スクも孕んでいます。1 AI 法案は、まさにこのイノベーションの促進とリスク管理のバランス

をどのように取るのかという課題に取り組むものです。1 本稿では、AI 法案の内容、目的、背

景、期待される効果、主な論点、各党の反応、専門家の意見、今後の見通し、海外における AI
規制の動向との比較、そして最新ニュースなどを詳しく解説していきます。 

AI 法案の概要 
AI 法案は、AI 技術の研究開発と活用の推進、AI のリスクへの対応、AI に関する基本原則など

を定めています。2 主な内容は以下の通りです。 

● AI の研究開発と活用の推進: 国は、AI 技術の研究開発を推進するため、研究開発資金の助

成、研究開発拠点の整備、人材育成などの施策を講じます。2 また、AI の活用を促進する

ため、AI の導入に関する支援、AI に関する普及啓発活動などの施策を講じます。2 
● AI のリスクへの対応: 国は、AI がもたらすリスクに対応するため、AI の安全性に関する基

準の策定、AI の利用に関するガイドラインの作成、AI に関する監視体制の整備などの施策

を講じます。2 特に、AI が悪用された場合に人権侵害などが生じた場合には、国が事業者

を調査・指導し、必要に応じて事業者名を公表できるようにする規定を盛り込んでいま

す。 
● AI に関する基本原則: AI の開発と利用は、人間の尊厳を尊重し、基本的人権を擁護する原

則、社会の公正および秩序を維持する原則、個人の自律および社会の活力を確保する原

則、安全を確保する原則、説明責任を果たす原則、持続可能な社会の実現に貢献する原則

に基づいて行われなければなりません。1 
● 政府の司令塔機能の強化: 政府における AI 政策の司令塔機能を強化するため、全閣僚から

なる「AI 戦略本部」が設置されます。3 
● AI 調達・利用ガイドライン: 政府は、AI の調達・利用に関するガイドラインを整備しま

す。3 
● AI 事業者向けガイドライン: 経済産業省は、「AI 事業者ガイドライン（第 1.0 版）」を発

表しました。4 

AI 法案の目的 
AI 法案の目的は、AI 技術の研究開発と活用を推進することにより、国民生活の向上と経済成長

を図ることです。1 具体的には、以下の 2 点を両立させることを目指しています。 



● AI 技術革新の加速: 生成 AI をはじめとする AI 技術は、産業や国民生活の様々な分野にお

いて、効率性や利便性を向上させる可能性を秘めています。1 AI 法案は、この技術革新を

加速させるための環境を整備することを目的としています。 
● AI のリスク対応: AI 技術の進化に伴い、偽情報や犯罪への悪用、プライバシー侵害、差別

などのリスクも顕在化しています。1 AI 法案は、これらのリスクに対応するための法的枠

組みを整備することで、AI の安全な利用を促進することを目的としています。 

AI 法案の背景 
AI 法案が提出された背景には、以下の要因が挙げられます。 

● 生成 AI の急速な発展: 近年、ChatGPT に代表される生成 AI の性能が飛躍的に向上し、社

会への影響力が増大しています。1 これに伴い、AI 技術の活用による経済成長への期待が

高まる一方で、AI のリスクへの懸念も強まっています。 
● 諸外国における AI 規制の動向: EU では、包括的な AI 規制法である「AI 法」が 2024 年 5

月に成立するなど、世界的に AI の法規制の議論が進んでいます。3 日本も、国際的な動向

を踏まえ、AI の法規制に関する議論を加速させる必要に迫られています。 
● 国内における AI 活用の遅れ: 諸外国と比較して、日本における生成 AI の利用や AI への投

資は遅れています。1 AI 法案は、AI の技術革新を促進し、日本が AI 分野で国際競争力を維

持するための取り組みの一環として位置付けられています。 
● AI の悪用や犯罪に対する懸念: 生成 AI を利用している個人や企業の割合や投資額が低い一

方で、AI の悪用や犯罪に対する法的対策の強化を求める声が多くあります。1 AI 法案は、

こうした懸念に対応するための体制を整備する方針を示したものです。 

AI 法案の期待される効果 
AI 法案が成立した場合、以下の効果が期待されます。 

● AI 技術の健全な発展: AI 法案は、AI の研究開発と活用を促進するとともに、AI のリスクに

対応するための法的枠組みを整備することで、AI 技術の健全な発展を促すことが期待され

ます。 
● 国民生活の向上: AI 技術の活用により、医療、教育、交通、金融など、様々な分野で国民

生活の利便性向上が期待されます。 1 
● 経済成長の促進: AI 技術の導入による生産性向上や新産業創出などを通じて、経済成長が

促進されることが期待されます。 1 
● 国際競争力の強化: AI 法案は、日本が AI 分野で国際競争力を強化し、世界の AI ガバナン

スをリードしていくための基盤となることが期待されます。 
● データインフラストラクチャの重要性: AI は、セキュリティ規制に準拠した高品質で体系

的なデータがなければ、発展できません。5 AI 戦略の重要な部分は、データインフラスト

ラクチャの構築に重点を置き、国内でデータを共有および保護する機能を確保することに

あります。5 さらに、AI 戦略は国家の科学技術戦略と密接に結び付けられる必要がありま

す。5 
● オープンな AI 戦略: 研究コミュニティ、企業、専門家が AI 戦略の構築に参加すること

で、より効果的な戦略策定が可能になります。5 
● AI 戦略における適応: ベトナムの AI 戦略は、急速な技術発展への適応、有利なセグメント



の選択、そして実際的な社会経済的問題の解決に重点を置くべきです。5 
● 技術主権の確保: オープンで柔軟な AI 戦略と総合的な科学技術戦略を組み合わせること

で、技術主権を確保しながら AI の可能性を最大限に引き出すことができます。5 
● AI 運用における透明性: AI 運用における透明性を確保し、社会的信頼を構築・維持するこ

とで、AI ソリューションの長期的な実行可能性と受容を確保します。6 

AI 法案の主な論点 
AI 法案をめぐっては、以下の点が主な論点として挙げられます。 

● 規制の範囲: AI 技術は急速に進化しており、その範囲をどのように定義するかが課題とな

っています。7 あまりに広範な規制は、技術革新を阻害する可能性もあります。 
● リスク対応: AI のリスクは多岐にわたり、それぞれのリスクにどのように対応するかが課

題となっています。8 特に、プライバシー侵害や差別などの倫理的な問題への対応は、慎

重な検討が必要となります。 
○ 著作権侵害: 生成 AI によって既存の作品に似たコンテンツが作成された場合、著作権

侵害となる可能性があります。9 
○ 偽情報: AI は、偽情報や誤情報を生成・拡散するリスクも孕んでいます。8 ファクトチ

ェックや専門家の監修など、適切な対策が必要です。 
○ 品質管理: 品質管理の面でも、AI が生成したコンテンツは、最終的に人間が確認する

ことが重要です。8 
● 事業者への負担: AI 法案は、事業者に対して AI の安全性に関する基準の遵守やリスク評価

の実施などを義務付けています。2 これらの義務が、事業者にとって過度な負担とならな

いよう配慮する必要があります。 
● 国際的な整合性: EU の AI 法など、海外の AI 規制との整合性をどのように図るかが課題と

なっています。4 国際的な協調を図りつつ、日本の AI 戦略を推進していく必要がありま

す。 

海外における AI 規制の動向と比較 
海外では、EU が 2024 年 5 月に世界初の包括的な AI 規制法である「AI 法」を成立させるな

ど、AI 規制の動きが加速しています。10 EU の AI 法は、AI のリスクを 4 段階に分類し、リスク

に応じて規制を課すというリスクベース・アプローチを採用しています。 また、違反した場合

には高額な制裁金を科すことも定められています。 具体的には、最大で 3,500 万ユーロ（約

60 億円）、もしくは年間売上高の 7％の制裁金が科される可能性があります。11 

 

 

 

 

リスクレベル 説明 適用開始時期 



禁止される AI システム 許容できないリスク：基本

的人権に対する侵害等の普

遍的な価値に反するとさ

れ、活用が禁止される

AI。 

発効から 6 カ月後（2025
年 2 月 2 日） 

ハイリスク AI 高リスク：既存規制下の製

品（医療機器、玩具、産業

機器など）と、AI 法で定

めるもの（AnnexⅢで別

記）の 2 タイプがある。 

発効から 24 カ月後（2026
年 8 月 2 日） 

特定の透明性が必要なリス

ク 
限定的なリスク：人と自然

に相互作用する AI や、感

情推定や生体分類を行う

AI、人物など現実世界に実

在するものに酷似させたコ

ンテンツ（ディープフェイ

クコンテンツ）を生成する

AI が例として挙げられて

いる。 

発効から 24 カ月後（2026
年 8 月 2 日） 

最小リスク 最小限のリスク：上記のい

ずれにも該当しない AI。
特に明確な義務はないが、

行動規範を遵守することが

奨励されている。 

適用なし 

● EU AI 法適用のタイムライン 

EU では、AI の専門知識の中心として、欧州委員会内に「EU の AI 事務局」が設置されまし

た。10 信頼できる AI の開発・利用の促進や国際協力において重要な役割を果たすことが期待さ

れています。10 また、AI 開発において EU 加盟各国のスタートアップや中小企業を支援するた

めの「AI イノベーションパッケージ」も発表されました。10 

日本の AI 法案は、EU の AI 法と比較して、規制の内容は緩やかであると言えます。1 これは、

日本政府が AI 技術の革新を阻害しないよう、規制よりも促進に重点を置いているためです。1 
しかし、AI のリスクへの懸念が高まる中、今後、日本でも AI 規制が強化される可能性があり

ます。 

AI 法案に対する各党の反応 



AI 法案に対して、各党は以下のような反応を示しています。 

 
 
 
 

Political Party Stance on AI Bill Key 
Concerns/Arguments 

自由民主党 賛成 AI 技術の研究開発と活用

を推進することで、国民生

活の向上と経済成長を図

る。 

国民民主党 慎重 AI 技術の活用による経済

成長に期待を示しつつ、AI
のリスクへの対応や個人情

報保護の観点から、法案の

内容を精査する。 

立憲民主党 慎重 AI 技術の活用による雇用

への影響や格差の拡大など

を懸念し、AI 法案の内容

を慎重に検討する。 

日本維新の会 賛成 AI 技術の活用による規制

改革や行政の効率化を推進

する。 

日本共産党 反対 AI 技術の軍事利用やプラ

イバシー侵害への懸念を表

明。 

● 各党の AI 法案に対する反応 12 

専門家の意見 
専門家からは、AI 法案について様々な意見が出ています。 

● AI 技術の進化への対応: AI 技術は常に進化しており、法規制もそれに対応していく必要が

あります。5 法律の柔軟性や改定の容易性を確保することが重要となります。 



● リスク対策の重要性: AI のリスクは多岐にわたり、技術的な対策だけでなく、倫理的な観

点からの対策も重要となります。8 AI の開発・利用に関するガイドラインの整備や教育の

充実などが求められます。 
● 国際的な協調: AI のガバナンスは、国際的な協調が不可欠です。3 各国の法規制の調和や国

際的な標準化に向けた取り組みが重要となります。 

AI 法案の今後の見通し 
AI 法案は、今国会での成立を目指しています。 しかし、AI 法案の内容は多岐にわたり、各党

の意見も様々であるため、審議には時間を要する可能性があります。12 政府は、AI 制度研究会

の中間とりまとめ案を公表し、広く国民の声を聴くため、パブリックコメントを実施しまし

た。14 今後、国会での議論の動向を注視していく必要があります。 

国際的な議論とイニシアチブ 
AI ガバナンスに関しては、国際的な議論やイニシアチブが重要性を増しています。 

● 広島 AI プロセス: 2023 年の G7 広島サミットでは、生成 AI に関する国際的なルールの検

討を行うため、「広島 AI プロセス」が立ち上がりました。4 これは、AI ガバナンスにおけ

る国際協調の重要な一歩と言えるでしょう。 
● 国際条約: 日本は、AI に関する初の国際条約に署名しました。15 この条約は、AI システム

のライフサイクルにおける活動が、人権、民主主義及び法の支配に合致することを目的と

しています。15 

AI 法案の影響：企業への影響 
AI 法案は、AI 技術を利用する企業にも大きな影響を与えると予想されます。 

● AI の安全性確保: 企業は、AI システムの安全性を確保し、人権を侵害しないよう、AI 法案

に準拠した開発・運用を行う必要があります。 
● 透明性の確保: AI システムの利用について、透明性を確保することが求められます。 
● 説明責任: AI システムの動作や意思決定について、説明責任を果たせるようにする必要が

あります。 
● リスク評価: AI システムのリスクを評価し、適切なリスク管理体制を構築する必要があり

ます。 

AI 開発と利用における倫理的配慮 
AI の開発と利用においては、倫理的な配慮が不可欠です。 

● プライバシー保護: 個人情報やプライバシーを保護するために、適切なデータ管理やセキ

ュリティ対策が必要です。 
● 公平性: AI システムが差別や偏見を生み出さないよう、公平性を確保する必要がありま

す。 
● 説明責任: AI システムの意思決定について、説明責任を果たせるようにする必要がありま



す。 
● 人間の尊厳: AI の開発と利用は、人間の尊厳を尊重するものでなければなりません。 

結論 
AI 法案は、AI 技術の研究開発と活用を推進するとともに、AI のリスクに対応するための法的枠

組みを整備することを目的とした、重要な法案です。2 AI 技術は、社会に大きな変化をもたら

す可能性を秘めていますが、同時に様々なリスクも孕んでいます。1 AI 法案は、これらの可能

性とリスクを踏まえ、AI 技術の健全な発展と国民生活の向上を両立させることを目指していま

す。1 

AI 法案は、日本の技術革新を加速させ、国際競争力を強化する上で重要な役割を果たすと期待

されます。同時に、AI 技術の倫理的な側面や社会への影響についても、継続的な議論と検討が

必要です。企業は、AI 法案の動向を注視し、AI 技術の責任ある開発と利用に取り組む必要があ

ります。6 今後、AI 法案がどのように審議され、成立していくのか、そして AI 技術がどのよう

に社会に浸透していくのか、注目していく必要があります。 
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